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Ⅰ．予算の概要

（3） 人件費の増額に伴う下水道事業会計への補助金の増額 1,192 千円

（5）

（6）

【事業者支援】
エネルギー価格高騰の影響を受ける市内事業者・農業者に対し、燃料・電気価格
高騰分の一部を補助

【事業者支援】
飼料価格高騰の影響を受ける市内畜産農家に対し、飼料価格高騰分の一部を
補助

62,278

19,291

令和７年度補正予算（１月補正）の概要

　一般会計について、歳入歳出にそれぞれ681,397千円を追加し、補正後の予算額を歳入歳出そ
れぞれ18,169,004千円とするもので、補正内容は次のとおりです。

補正額

千円

千円

補　正　内　容

物価高騰対策緊急支援事業

人件費等の補正

補　正　内　容 補正額

（1）

（7）
【事業者支援】
公定価格見直しによる保育士の人件費引上等に伴う私立認定こども園に対する
施設型給付費負担金の増額

39,209 千円

　企業会計は、全体として収益的支出を1,715千円、資本的支出を227千円増額し、補正後の収益
的支出及び資本的支出の合計額5,382,369千円とするもので、補正内容は次のとおりです。

補 正 内 容 補正額

（1） 人事院勧告に基づく人件費の増額 (収益的支出及び資本的支出)
1,942 千円

         水道事業会計 523千円、下水道事業会計 1,419千円

人事院勧告に基づく人件費の増額 56,843 千円

（2） 一般職に準じた議員期末手当の増額 260 千円

（1）
【生活者支援・事業者支援】
全市民に市内で使えるオリジナル商品券を配布（市民1人あたり12,000円分）

419,200 千円

（4）
【生活者支援・事業者支援】
省エネ性能の高い家電（エアコン、冷蔵庫、エコキュート）への買い換え費用の
一部を補助

11,022 千円

（2）
【生活者支援】
高校生年代以下のこどもがいる非課税世帯、児童扶養手当受給世帯及び要保
護・準要保護世帯にこども応援米を支給（こども1人あたり6kg）

422 千円

（3）
【生活者支援】
高校生年代以下のこどもがいる子育て世帯に子育て応援手当を支給（こども1人
あたり20,000円）

71,680 千円
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Ⅱ．補正額

 水道事業会計

 下水道事業会計 

参考：補正後の予算額

 一般会計

 クレール平田運営特別会計

 月見の里南濃運営特別会計

 国民健康保険特別会計

 介護保険特別会計（保険事業勘定）

 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

 後期高齢者医療特別会計

 水道事業会計

 下水道事業会計 

 駒野奥条入会財産区会計

 羽沢財産区会計

17,487,607 18,169,004

78,568 78,568

77,677 77,677

 合　　計 31,668,259 32,351,598

※企業会計の予算額は、収益的支出及び資本的支出の合計額を記載しています。

企
業
会
計

1,663,719 1,664,242

3,716,708 3,718,127

（単位：千円）

会 計 別 補正前予算額 補正後予算額

特
別
会
計

3,876,258 3,876,258

3,686,623 3,686,623

1,800 1,800

1,500 1,500

10,100 10,100

1,067,699 1,067,699

（単位：千円）

会 計 別 補 正 額

 一般会計 681,397

 合　　計 683,339

企
業
会
計

523

1,419
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Ⅲ．歳入歳出等補正予算総括

一般会計【第７号補正】

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

13.

繰越明許費の追加

1. 物価高対応子育て応援手当支給事業

2. 省エネ家電買換支援事業

3. エネルギー価格高騰対策支援事業（農業者）

4. エネルギー価格高騰対策支援事業（事業者）

5. 物価高騰支援地域商品券配布事業

【歳入】 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

10. 地方交付税 5,530,000 170,239 5,700,239

15. 県支出金 1,382,939 9,717 1,392,656

14. 国庫支出金 2,190,687 501,441 2,692,128

款
補正前
の額

補正額 計

補正額の財源内訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

歳 入 合 計 17,487,607 681,397 18,169,004

【歳出】 （単位：千円）

0 23,412

衛生費 1,251,712 14,134 1,265,846 11,022 0 0 3,112

民生費 4,318,506 124,326 4,442,832 100,914 0

0 668

総務費 2,818,257 17,888 2,836,145 0 0 0 17,888

議会費 124,165 668 124,833 0 0

0 104,037

土木費 899,579 3,624 903,203 0 0 0 3,624

商工費 370,087 465,303 835,390 361,266 0

0 143

農林水産業費 531,424 40,492 571,916 37,956 0 0 2,536

労働費 40,874 143 41,017 0 0

諸支出金 2,458,918 1,192 2,460,110 0 0 0 1,192

0 9,063

教育費 2,166,298 4,564 2,170,862 0 0 0 4,564

消防費 644,952 9,063 654,015 0 0

歳 出 合 計 17,487,607 681,397 18,169,004 511,158 0 0 170,239

71,680千円

事　業　名 金　額

11,022千円

18,665千円

43,613千円

419,200千円
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水道事業会計【第２号補正】

【収益的支出】

下水道事業会計【第２号補正】

【収益的収入】

【収益的支出】

【資本的支出】

（単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

支 出 合 計 640,019 523 640,542

1. 水道事業費用 640,019 523 640,542

収 入 合 計 1,937,484 1,192 1,938,676

（単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1. 下水道事業収益 1,937,484 1,192 1,938,676

支 出 合 計 1,937,484 1,192 1,938,676

（単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1. 下水道事業費用 1,937,484 1,192 1,938,676

支 出 合 計 1,779,224 227 1,779,451

（単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1. 資本的支出 1,779,224 227 1,779,451
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Ⅳ．事業内容

一般会計【第７号補正】

１．物価高騰対策緊急支援事業 （生活者支援・事業者支援）

4.

7. 商工費

3. 民生費 こども未来課

物価高対応子育て応援手当支
給事業

71,680

　子育て世帯への支援として、高校生年代以
下のこどもに対し、子育て応援手当（1人あた
り2万円）を支給する。【財源：物価高対応子
育て応援手当支給事業費補助金 71,680千
円（国10/10）】

419,200

　物価高騰の影響を受ける市民生活の経済
的負担の軽減、地域の消費喚起と経済の活
性化に資するため、全市民に対し、市内で使
えるオリジナル商品券（1人あたり1万2,000円
分）を配布する。【財源：物価高騰対応重点
支援地方創生臨時交付金 317,653千円
（国）】

飼料価格高騰対策支援事業 19,291

商工振興・
企業誘致課

エネルギー価格高騰対策支援
事業

生活・環境課省エネ家電買換支援事業 11,022

　家庭におけるエネルギー費用負担を軽減
するため、省エネ性能の高い家電（エアコ
ン、冷蔵庫、エコキュート）への買い換え費用
の一部を補助する。【財源：物価高騰対応重
点支援地方創生臨時交付金 11,022千円（国
10/10）】

（単位：千円）

款 事　業　名 担当課補正額 事 業 内 容

こども応援米支給事業 422

　非課税世帯、児童扶養手当受給世帯等へ
の支援として、高校生年代以下のこどもに対
し、こども応援米（1人あたり6kg）を支給す
る。【財源：物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金 422千円（国10/10）】

衛生費

　飼料価格高騰の影響を受ける市内畜産農
家に対し、飼料価格高騰分の一部を補助す
る。【財源：財源：物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金 19,291千円（国10/10）】

農林水産業費

物価高騰支援地域商品券配布
事業

18,665

　エネルギー価格高騰の影響を受ける市内
農業者に対し、燃料・電気価格高騰分の一
部を補助する。【財源：物価高騰対応重点支
援地方創生臨時交付金 18,665千円（国
10/10）】

私立認定こども園運営管理事
業

39,209

  公定価格の見直しによる保育士の人件費
引上等に伴い、私立認定こども園に対する
施設型給付費を増額する。【財源：施設型給
付費負担金 27,326千円（国 19,095千円、県
8,231千円）、施設型給付費等補助金 1,486
千円（県）】

6. 農林振興課

エネルギー価格高騰対策支援
事業

43,613

　エネルギー価格高騰の影響を受ける市内
事業者に対し、燃料・電気価格高騰分の一
部を補助する。【財源：物価高騰対応重点支
援地方創生臨時交付金 43,613千円（国
10/10）】
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1.

1.

10.

13.

（一般職の人件費補正額）

職員手当等

1.

5.

7.

9.

一般管理費

支所及び出張所費

1,568 1,361 152 3,081

給料 共済費 補正額

議会費

消防費

教育費

社会福祉総務費

国民年金事務費

児童福祉総務費

保育園費

保健衛生総務費

斎苑管理費

働く女性の家管理費

農業委員会費

農業総務費

商工総務費

土木総務費

都市計画総務費

常備消防費

事務局費

社会教育総務費

図書館費

木曽三川輪中ミュージアム管理費

保健体育総務費

給食管理費

款

議会費

総務費 税務総務費

２．人件費等の補正 （単位：千円）

5,166 533 12,3586,659

382 42 584

408 0 408

1,192
  下水道事業費用の人件費の増額に伴い、
一般会計からの補助金を増額する。

目

議会費
　～
教育費

（下記のとおり） 56,843
  人事院勧告に基づき、一般職の人件費を
増額する。

総務課

177 2,788

1,400 143 2,063

民生費
74

892

520

915

96

2,026

4.
1,500 159 2,725

343 0 387
衛生費

521 48 1,484戸籍住民基本台帳費

監査委員費

3.

5,333 473 7,832

258 0 332

1,719

131 0 143労働費

6.
332 0 481

1,468 107 2,055

149

480
農林水産業費

1,468 152 2,490

8.
1,692 182 2,674

374 37 950

870

800
土木費

商工費

34 517

5,883 611 9,063

1,089 119 2,060

632 70 941

199 17 615

239

399

16 292

119

20,869計 32,860 3,114 56,843

255 30 381

2.

127 0 139

10.

1,066

44

12

248 28

539

2,569

852

160

364

（単位：千円）

要　因

 人事院勧告に基づく
 人件費の増

款 事　業　名 担当課補正額 事 業 内 容

議会費 議員報酬管理事業 議会総務課260
  一般職に準じ、議会議員の期末手当支給
率を引き上げる。

諸支出金 下水道事業会計費 財政課

0

12
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水道事業会計【第２号補正】

1.

下水道事業会計【第２号補正】

1.

1.

（単位：千円）

款 項 担当課補正額 事 業 内 容

営業費用 1,192

（単位：千円）

款 項 担当課補正額 事 業 内 容

水道事業費用 営業費用 上下水道課523
 人事院勧告に基づき、一般職の人件費を増額す
る。

建設改良費 227

上下水道課
 人事院勧告に基づき、一般職の人件費を増額す
る。

下水道事業費用

資本的支出
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